
証券コード 2789
2025年５月２日

（電子提供措置の開始日 2025年４月28日）

株 主 各 位

宮城県富谷市成田九丁目２番地９

株式会社 カ ル ラ
代表取締役社長 井 上 善 行

第53期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

さて、当社第53期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上

げます。

本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記

ウェブサイトに「第53期定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載し

ております。

当社ウェブサイト

https://www.re-marumatu.co.jp/tousikajyouhou/index.html

また上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。

東証ウェブサイト

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記ウェブサイトにアクセスして、「銘柄名（会社名）」に「カルラ」又は「コード」

に当社証券コード「２７８９」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順

に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認く

ださい。

なお、当日のご出席に代えて、書面によって議決権を行使することができますので、

お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討くださいまして、

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2025年５月20日（火

曜日）午後６時までに到着するよう、ご返送いただきたくお願い申し上げます。

敬 具

記

日 時 ： 2025年５月21日(水）午前10時（受付開始 午前９時）

場 所 ： 株式会社カルラ本社研修センター

宮城県富谷市成田九丁目２番地９
（末尾記載の株主総会会場ご案内図をご参照ください。)
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会議の目的事項
報告事項 1. 第53期（2024年３月１日から2025年２月28日まで）事業報告、連

結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結
果報告の件

2. 第53期（2024年３月１日から2025年２月28日まで）計算書類報告
の件

決議事項 第１号議案 剰余金の配当の件

第２号議案 取締役８名選任の件

第３号議案 監査役３名選任の件

第４号議案 補欠監査役２名選任の件

以 上

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
1. 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出

くださいますようお願い申し上げます。
2. 議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示を

されたものとして取り扱わせていただきます。
3. 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正

内容を掲載させていただきます。
4. 株主総会にご出席の株主様へのお土産は廃止させていただいております。

― 2 ―



事 業 報 告

(2024年３月１日から
2025年２月28日まで)

1． 企業集団の現況

(1) 当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、社会経済活動の正常化が進み、景気は緩

やかな回復基調を見せております。一方で、ロシア・ウクライナ情勢の長期化に加

え、中東情勢の地政学リスク、米国の政権交代及び円安の長期化による物価の高騰

など不確定要素も多く、依然として厳しい状況が続いております。

外食産業におきましては、インバウンド消費の拡大や各種イベントの開催など外

食の需要も高まり、経済活動が活発化しております。一方で、原材料費の高騰が続

いており、光熱費や人件費の上昇など、経営環境は依然として厳しい状況が続いて

おります。

このような状況の下、当社グループでは、一人でも多くのお客様にご来店いただ

くために、「おもてなしの心」を当社グループの重点方針として掲げ、サービス力を

はじめとしたＱＳＣ（商品の品質、サービス、清潔さ）の向上による営業力の強化

に努めております。ＱＳＣ向上の取り組みとして、内部監査室による定期的な店舗

査察を強化することで各店舗の問題を洗い出し、お客様の声と共に改善策を実施し

てまいりました。

客数増加の取り組みとして、ＩｎｓｔａｇｒａｍやＸ（旧Ｔｗｉｔｔｅｒ）及び

ＬＩＮＥを活用した情報発信を強化するとともに、ポスティングや折込チラシを配

布することで販売促進活動を継続して実施してまいりました。また、インバウンド

消費の拡大に伴いまして、当社ホームページの活用や専属部署を設置することで予

約の取り込みを強化してまいりました。

これらの取り組みにより、既存店売上高は2025年２月末時点で36ヶ月連続前年を

上回る結果となりました。

店舗につきましては、当連結会計年度における新規出店を見送った一方、不採算

店舗である１店舗を閉店した結果、当連結会計年度末における店舗数は109店舗とな

っております。
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これらの結果、当連結会計年度における売上高は72億63百万円（前年同期比6.2％

増）、営業利益は３億65百万円（前年同期比5.0％増）、経常利益は３億59百万円（前

年同期比6.0％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は３億63百万円（前年同期比

16.9％減）となりました。

当社は、株主の皆様に対する安定した利益還元を経営の重要課題の一つとして考

えており、業績に対応した配当を行うことを基本に、企業体質の強化と今後の更な

る業容の拡大に備えるための内部留保の充実等を勘案のうえ決定する方針でありま

す。

利益配分に関する基本方針として、当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余

金の配当を行うことができる旨を定款で定めております。これらの剰余金の配当の

決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会でありま

す。

2025年２月期は、親会社株主に帰属する当期純利益が３億63百万円となったこと

から、今期末の剰余金の配当を１株当たり５円といたしました。

② 設備投資の状況

当連結会計年度における設備投資の総額は、100,253千円で、その主なものは

エレベーター設備の更新、配送用車両の取得、店舗の改装等であります。

③ 資金調達の状況

当連結会計年度中に、長期借入金として合計1,900百万円の調達を行い、長期

借入金の弁済、運転資金等に充当しております。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

⑥ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

該当事項はありません。
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⑦ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の

状況

該当事項はありません。

(2) 財産及び損益の状況

① 企業集団の財産及び損益の状況

期 別

項 目

第50期
(2022年２月期)

第51期
(2023年２月期)

第52期
(2024年２月期)

第53期
(当連結会計年度)
(2025年２月期)

売 上 高 (千円) 5,199,610 6,041,392 6,840,572 7,263,713

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益
又は親会社株主に帰属
する当期純損失(△)

(千円) △448,628 △61,351 437,004 363,309

１株当たり当期純利益
又は1株当たり当期純損失(△)

( 円 ) △74.68 △10.21 72.99 63.03

総 資 産 (千円) 5,620,806 5,300,941 5,576,263 5,021,120

純 資 産 (千円) 1,407,520 1,335,416 1,650,150 1,976,784

１株当たり純資産 ( 円 ) 232.82 220.90 284.91 342.93

② 当社の財産及び損益の状況

期 別

項 目

第50期
(2022年２月期)

第51期
(2023年２月期)

第52期
(2024年２月期)

第53期
(当事業年度)
(2025年２月期)

売 上 高 (千円) 5,151,578 6,046,717 6,838,791 7,260,120

当期純利益又は当期純損失(△) (千円) △459,694 2,203 418,236 338,912

１株当たり当期純利益
又は１株当たり当期純損失(△)

( 円 ) △76.52 0.37 69.86 58.79

総 資 産 (千円) 5,449,694 5,273,451 5,535,386 4,961,412

純 資 産 (千円) 1,397,105 1,388,556 1,684,522 1,986,759

１株当たり純資産 ( 円 ) 231.09 229.75 290.87 344.66
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

① 重要な親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 事業内容

株 式 会 社 亘 理 フ ァ ー ム 4,000千円 20.0％
農産物の生産、販
売

③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

該当事項はありません。

(4) 対処すべき課題

今後につきましては、個人消費やインバウンド消費を中心として、消費活動は

緩やかに活発化していくと思われますが、原材料費の高騰に伴う調達コストの増

加に加え、世界的なインフレや常態化する円安の影響による更なる物価上昇が懸

念され、景気の先行きは依然として不透明な状況が続くと予測されます。

このような状況の下、当社グループといたしましては、当面の対処すべき課題

として以下のとおり認識し、対策に取り組んでおり、企業価値の向上と収益拡大

を実現し、株主様のご期待に一日でも早く応えられるよう努力する所存でござい

ます。

① 既存店の収益力向上

当社グループにおいては、引き続き競争力を強化していくために、当社の強

みである和食の旬の食材を活かした季節メニューの強化を図るとともに、新メ

ニューの開発、コラボ商品などお客様を飽きさせないメニューづくりを行って

いく予定です。また、一部店舗の老朽化が目立ってきており、計画的な修繕を

実施して、お客様にとって居心地の良い店舗作りを推進していく予定です。サ

ービス面の更なる充実策として、お客様からのご要望が多いキャッシュレス決

済導入については、一部店舗で導入を開始し、全店導入に向けて計画しており、

お客様の利便性を確保することで来店頻度の向上を目指してまいります。
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② 仕入れから商品提供までの体制強化

「食」を提供する産業としてＨＡＣＣＰによる衛生管理体制を強化するとと

もに、より安全性の高い食材の確保に注力し、また、食材の仕入価格の高騰に

対応することで引き続き、原価率の安定を図ってまいります。

③ 生産性の向上、経費削減について

適切な投下労働時間と、作業の単純化による生産性の向上に取り組み、また

家賃の低減や、高止まりするエネルギー費に対応して経費削減を行うことで、

利益を確保できる体質を構築してまいります。

④ 人的資本戦略について

労働力の確保が急務となるなか、働き方改革としての長時間労働の回避と有

給休暇取得の奨励、また人的資本に関する戦略や人事評価の指標を明示するこ

とによって健全経営を推進するとともに、女性管理職比率や男性育児休業取得

率の増加を図ってまいります。

⑤ 出店戦略について

当社グループの主力業態である「和風レストランまるまつ」の新規出店を再

開するとともに、お客様の利便性を重視した店舗づくりを実現できるよう画策

しております。

(5) 主要な事業内容（2025年２月28日現在）

和風レストラン「まるまつ」のほか、そば処「丸松」、和風料理「寿松庵」、フ

ァミリーダイニング「かに政宗」、丼・定食「らら亭」、とんかつ「かつグルメ」

等の経営を主な事業としております。

(6) 主要な営業所及び工場（2025年２月28日現在）

① 本 社 宮城県富谷市成田九丁目２番地９

② 配送センター 宮城県富谷市成田九丁目２番地８

③ 工 場 宮城県富谷市成田九丁目２番地９

④ 営 業 店 舗 109店 (青森県10店、岩手県14店、秋田県8店、宮城県55
店、山形県6店、福島県14店、栃木県2店）
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和風ファミリーレストラン「まるまつ」
西 多 賀 店 宮 城 / 仙 台 市
幸 町 店 宮 城 / 仙 台 市
柳 生 店 宮 城 / 仙 台 市
南 吉 成 店 宮 城 / 仙 台 市
中 野 店 宮 城 / 仙 台 市
泉 大 沢 店 宮 城 / 仙 台 市
新 田 東 店 宮 城 / 仙 台 市
愛 子 店 宮 城 / 仙 台 市
苦 竹 店 宮 城 / 仙 台 市
南 光 台 店 宮 城 / 仙 台 市
岩 切 店 宮 城 / 仙 台 市
一 番 町 店 宮 城 / 仙 台 市
荒 井 店 宮 城 / 仙 台 市
若 林 店 宮 城 / 仙 台 市
六丁の目店 宮 城 / 仙 台 市
塩 釜 店 宮 城 / 塩 釜 市
鹿 島 台 店 宮 城 / 大 崎 市
古 川 店 宮 城 / 大 崎 市
古川駅前店 宮 城 / 大 崎 市
岩 沼 店 宮 城 / 岩 沼 市
城 南 店 宮城/多賀城市
角 田 店 宮 城 / 角 田 市
佐 沼 店 宮 城 / 登 米 市
矢 本 店 宮城/東松島市
築 館 店 宮 城 / 栗 原 市
若 柳 店 宮 城 / 栗 原 市
利 府 店 宮 城 / 宮 城 郡
大 河 原 店 宮 城 / 柴 田 郡
富 谷 店 宮 城 / 富 谷 市
成 田 店 宮 城 / 富 谷 市
亘 理 店 宮 城 / 亘 理 郡
中 新 田 店 宮 城 / 加 美 郡
気 仙 沼 店 宮城/気仙沼市
吉 岡 店 宮 城 / 黒 川 郡
小 牛 田 店 宮 城 / 遠 田 郡
石巻新橋店 宮 城 / 石 巻 市
鎌 田 店 福 島 / 福 島 市
福 島 南 店 福 島 / 福 島 市
郡山インター店 福 島 / 郡 山 市
会津若松店 福島/会津若松市
原 町 店 福島/南相馬市
いわき泉店 福島/いわき市
いわき鹿島店 福島/いわき市
相 馬 店 福 島 / 相 馬 市
須 賀 川 店 福島/須賀川市

和風ファミリーレストラン「まるまつ」
本 宮 店 福 島 / 本 宮 市
猪 苗 代 店 福 島 / 耶 麻 郡
盛岡西南店 岩 手 / 盛 岡 市
水 沢 店 岩 手 / 奥 州 市
前 沢 店 岩 手 / 奥 州 市
北 上 店 岩 手 / 北 上 市
花 巻 店 岩 手 / 花 巻 市
遠 野 店 岩 手 / 遠 野 市
釜 石 店 岩 手 / 釜 石 市
宮 古 店 岩 手 / 宮 古 市
一 関 店 岩 手 / 一 関 市
紫 波 店 岩 手 / 紫 波 郡
金 ケ 崎 店 岩 手 / 胆 沢 郡
二 戸 店 岩 手 / 二 戸 市
成 沢 店 山 形 / 山 形 市
新 庄 店 山 形 / 新 庄 市
東 根 店 山 形 / 東 根 市
南 陽 店 山 形 / 南 陽 市
米 沢 店 山 形 / 米 沢 市
天 童 店 山 形 / 天 童 市
潟 上 店 秋 田 / 潟 上 市
本 荘 店 秋田/由利本荘市
秋田中央店 秋 田 / 秋 田 市
大 曲 店 秋 田 / 大 仙 市
鷹 巣 店 秋田/北秋田市
角 館 店 秋 田 / 仙 北 市
横手十文字店 秋 田 / 横 手 市
横手中央店 秋 田 / 横 手 市
浪 岡 店 青 森 / 青 森 市
青 森 東 店 青 森 / 青 森 市
八 戸 店 青 森 / 八 戸 市
八 戸 西 店 青 森 / 八 戸 市
十 和 田 店 青森/十和田市
イオン七戸店 青 森 / 上 北 郡
イオン八戸店 青 森 / 八 戸 市
青森中央店 青 森 / 青 森 市
三 沢 店 青 森 / 三 沢 市
壬 生 店 栃木/下都賀郡
真 岡 店 栃 木 / 真 岡 市

「味 の ま る ま つ」
白 石 店 宮 城 / 白 石 市
美 田 園 店 宮 城 / 名 取 市
茂 庭 店 宮 城 / 仙 台 市
丼 ・ 定 食 「ら ら 亭」

定禅寺通り店 宮 城 / 仙 台 市

と ん か つ 「か つ グ ル メ」
吉 成 店 宮 城 / 仙 台 市
泉 崎 店 宮 城 / 仙 台 市
利 府 店 宮 城 / 宮 城 郡
中 野 店 宮 城 / 仙 台 市
そ ば 処 「丸 松」
エスパル仙台店 宮 城 / 仙 台 市
国 分 町 店 宮 城 / 仙 台 市
空 港 店 宮 城 / 名 取 市
エスパル福島店 福 島 / 福 島 市
十割蕎麦「丸まつ」「丸松」
石 巻 店 宮 城 / 石 巻 市
フェザン盛岡店 岩 手 / 盛 岡 市
そ の 他
寿松庵空港店 宮 城 / 名 取 市
寿松庵本店 宮 城 / 富 谷 市
かに政宗泉店 宮 城 / 仙 台 市
かに政宗本町店 宮 城 / 仙 台 市
かに政宗盛岡店 岩 手 / 盛 岡 市
スターダスト 宮 城 / 仙 台 市
まるまつ楽天モバイルパーク宮城店 宮 城 / 仙 台 市
ビックステーキ楽天モバイルパーク宮城店 宮 城 / 仙 台 市
あじまし亭青森空港店 青 森 / 青 森 市
まるまつハイウエイ松川PA上り線 福 島 / 福 島 市
まるまつハイウエイ松川PA下り線 福 島 / 福 島 市
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(7) 従業員の状況（2025年２月28日現在）

① 企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

258（604）名 ９（26）名

(注) 従業員数は就業人員であり、パートタイマー数は年間の平均人員（１日８時間勤務換算によ
る月平均人数）を（ ）に外数で記載しております。

② 当社の従業員の状況

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

258（600）名 10（24）名 45.5歳 12.0年

(注) 従業員数は就業人員であり、パートタイマー数は年間の平均人員（１日８時間勤務換算によ
る月平均人数）を（ ）に外数で記載しております。

(8) 主要な借入先の状況（2025年２月28日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 七 十 七 銀 行 825,000千円

株 式 会 社 常 陽 銀 行 433,328千円

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 340,000千円

株 式 会 社 秋 田 銀 行 196,650千円

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 186,400千円

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 90,000千円

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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2． 会社の現況

(1) 株式の状況（2025年２月28日現在）

① 発行可能株式総数 20,000,000株

② 発行済株式の総数 6,021,112株

③ 株 主 数 6,564名

④ 大 株 主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持株比率

株 式 会 社 ア セ ッ ト シ ス テ ム 2,131,000株 36.97％

井 上 純 子 359,656株 6.24％

カ ル ラ 従 業 員 持 株 会 197,754株 3.43％

井 上 善 行 98,032株 1.70％

斎 藤 京 子 85,784株 1.49％

菊 池 公 利 42,294株 0.73％

井 上 奈 奈 美 40,000株 0.69％

櫻 井 昌 彦 26,800株 0.46％

イ シ イ 株 式 会 社 26,000株 0.45％

伊 藤 真 市 20,000株 0.35％

(注) 1. 持株比率は自己株式を控除した発行済株式の総数により算出しております。
2. 持株比率は、小数点第３位を四捨五入して表示しております。

(2) 新株予約権等の状況

① 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交

付された新株予約権の状況

該当事項はありません。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の

状況

該当事項はありません。

③ その他新株予約権に関する重要な事項

該当事項はありません。
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(3) 会社役員の状況

① 取締役及び監査役の状況

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 井 上 善 行

代 表 取 締 役 副 社 長 井 上 純 子
営 業 本 部 長
株式会社アセットシステム 代表取締役社長

常 務 取 締 役 菊 池 公 利 商 品 本 部 長

取 締 役 伊 藤 真 市 未 来 組 織 開 発 本 部 長

取 締 役 葛 西 恒 雄 社 長 室 室 長

取 締 役 三 浦 祐 介 第 １ 営 業 本 部 長

取 締 役 櫻 井 昌 彦 第 ２ 営 業 本 部 長

取 締 役 花 舘 達 花 舘 公 認 会 計 士 事 務 所 所 長

取 締 役 齋 藤 信 一 有 限 会 社 齋 藤 経 営 取 締 役 会 長

常 勤 監 査 役 白 石 廣 行

監 査 役 永 山 勝 教

監 査 役 中 田 孝 司

勅 使 河 原 協 同 法 律 事 務 所 弁 護 士
株式会社バイタルネット社外監査役
宮 城 県 行 政 不 服 審 査 会 委 員
仙 台 市 精 神 医 療 審 査 会 委 員
仙 台 弁 護 士 会 副 会 長
宮 城 県 個 人 情 報 保 護 審 査 会 委 員

(注) 1. 2024年９月５日をもって、取締役伊藤真市氏は、辞任により退任いたしました。
2. 取締役花舘達氏及び取締役齋藤信一氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であ

ります。
3. 当社は、取締役花舘達氏及び監査役中田孝司氏を東京証券取引所の定めによる独立役員

に指定しております。
4. 監査役永山勝教氏及び監査役中田孝司氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役で

あります。
5. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険（以下「Ｄ＆Ｏ保険」

という。）契約を保険会社との間で締結しており、これにより、取締役・監査役等が業務
に起因して損害賠償責任を負った場合における損害（ただし、保険契約上で定められた
免責事由に該当するものは除く。）等を補償することとしております。なお、Ｄ＆Ｏ保険
契約の保険料は、全額を当社が負担しております。
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② 取締役及び監査役の報酬等

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
( う ち 社 外 取 締 役 )

９名
（２名)

66,313千円
（2,580千円)

監 査 役
( う ち 社 外 監 査 役 )

３名
（２名)

8,400千円
（4,800千円)

合 計
１２名
(４名)

74,713千円
(7,380千円)

(注) 1. 上表には、2024年９月で辞任した取締役１名を含んでおります。
2. 取締役のうち、使用人兼務取締役に該当するものはありません。
3. 取締役の報酬限度額は、2004年５月28日開催の定時株主総会において年額200百万円以内

と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は８名です。
4. 監査役の報酬限度額は、2005年５月28日開催の定時株主総会において年額20百万円以内

と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は４名(うち、社外監
査役３名)です。

5. 取締役の報酬については、当該報酬限度額の範囲内で、取締役に関する社会的動向、当
社の業績、社員給与とのバランス等を勘案の上、取締役の職位及び職責に応じた額を支
給することを原則とし、取締役会で委任を受けた代表取締役社長井上善行氏に一任して
決定しております。委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ、各取締役の担当
部門について評価を行うには代表取締役社長が適していると判断したためであります。
この際、取締役会においては、報酬に関する透明性、客観性を確保する観点から、社外
役員の意見を聴取し、当社の役員報酬制度のあり方等について検討を行っております。
当社の取締役の報酬については固定報酬のみで、取締役に報酬を与える時期は、月次で
あります。
以上のような取締役の個人別の報酬等の決定方針については、取締役会で決定しており
ます。
また、その際に、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容についても、当該方
針に基づいて支給されていることを取締役会で確認しております。

― 12 ―



③ 社外役員に関する事項

イ．重要な兼職先と当社との関係

氏 名 兼 職 先 ・ 兼 職 の 内 容

取締役 花 舘 達 花 舘 公 認 会 計 士 事 務 所 所 長

取締役 齋 藤 信 一 有 限 会 社 齋 藤 経 営 取 締 役 会 長

監査役 永 山 勝 教

監査役 中 田 孝 司

勅 使 河 原 協 同 法 律 事 務 所 弁 護 士
株 式 会 社 バ イ タ ル ネ ッ ト 社 外 監 査 役
宮 城 県 行 政 不 服 審 査 会 委 員
仙 台 市 精 神 医 療 審 査 会 委 員
仙 台 弁 護 士 会 副 会 長
宮 城 県 個 人 情 報 保 護 審 査 会 委 員

(注) 1. 当社と花舘公認会計士事務所との間では取引はございません。
2. 当社と有限会社齋藤経営との間では取引はございません。
3. 当社と勅使河原協同法律事務所との間では取引はございません。
4. 当社と株式会社バイタルネットとの間では取引はございません。
5. 当社と宮城県行政不服審査会との間では取引はございません。
6. 当社と仙台市精神医療審査会との間では取引はございません。
7. 当社と仙台弁護士会との間では取引はございません。
8. 当社と宮城県個人情報保護審査会との間では取引はございません。

ロ．当事業年度における主な活動状況

氏 名 活 動 状 況

取締役 花 舘 達

当事業年度に開催された取締役会14回のうち13回に出席し、社外取締
役として、公認会計士としての専門的見地から意見を述べるなど、取
締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための必要な発言を行
っております。

取締役 齋 藤 信 一

当事業年度に開催された取締役会14回のうち12回に出席し、社外取締
役として、税理士としての専門的見地から意見を述べるなど、取締役
会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための必要な発言を行って
おります。

監査役 永 山 勝 教

当事業年度に開催された取締役会14回のうち13回、監査役会14回のう
ち14回に出席し、取締役会及び監査役会における審議、報告に際し
て、金融・経営に関する豊富な知識と経験に基づいた発言を行ってお
ります。また、取締役会・監査役会の席上以外でも、適時、代表取締
役、業務執行役員との意見交換の場において有益な意見具申を行って
おります。

監査役 中 田 孝 司

当事業年度に開催された取締役会14回のうち13回、監査役会14回のう
ち14回に出席し、取締役会及び監査役会における審議、報告に際し
て、弁護士としての豊富な知識と経験に基づいた発言を行っておりま
す。また、取締役会・監査役会の席上以外でも、適時、代表取締役、
業務執行役員との意見交換の場において、有益な意見具申を行ってお
ります。
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(4) 会計監査人の状況

① 名称 監査法人ハイビスカス

② 報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 16,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 16,000千円

(注) 1. 会計監査人の報酬等について監査役会が同意した理由
監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏
まえ、前事業年度の監査実績の分析・評価、監査計画の監査時間・配員計画、会計監査
人の職務遂行状況、報酬見積の相当性等を確認し検討した結果、会計監査人の報酬額に
つき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に
基づく監査の監査報酬を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、当事業
年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

③ 会計監査人の解任又は不再任の決定方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要がある

と判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する

議案の内容を決定いたします。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め

られる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。こ

の場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会にお

いて、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

④ 責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。

(5) 業務の適正を確保するための体制

当社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正性を確保するための

体制」について、取締役会において決議しており、その概要は以下のとおりです。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

当社は、企業理念である「飲食を通じての社会貢献」に則した企業行動をとり、

代表取締役がその精神を役職者をはじめグループ会社全使用人に、継続的に伝

達・徹底を図ることにより、法令遵守と社会倫理遵守の企業活動を行う。
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監査役及び内部監査部門は連携し、「内部監査規程」及び「内部監査実施要領」

に定める方法により、本部及び店舗の所管する業務について、そのコンプライア

ンス管理の実行状況を監査する。また、当社は、使用人が法令もしくは定款上疑

義のある行為等を認知し、内部通報制度により、それを告発しても、当該使用人

に対して不利益な扱いをしない旨等を規定する「内部通報者保護規程」を制定す

る。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

「文書取扱規程」に基づき、取締役の職務執行に係る情報を文書又は電磁的媒

体に記録し保存する。取締役及び監査役は、常時これらの文書等を閲覧できるも

のとする。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

災害・食中毒・犯罪・システム障害に係るリスクについて、想定する事態毎に

その対応と体制を「災害時緊急対応マニュアル」に定め、リスクの発生に備える。

監査役及び内部監査部門は各部門のリスク管理状況を監査し、その結果を取締

役会に報告する。取締役会は定期的にリスク管理体制を見直し、改善に努める。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

３事業年度を期間とする中期経営計画に基づき、毎期、部門毎の業績目標を設

定し、各部門を担当する取締役は、その実施すべき具体的な施策及び権限を含め

た効率的な業務遂行体制を決定する。各部門長は、職務分掌及び権限を定めた社

内規程に基づき、効率的な職務の執行を行う。内部監査部門は業務の監査を行い、

内部統制の有効性と妥当性を検証する。

⑤ 当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確

保するための体制

関係会社管理規程により、子会社の営業成績、財務状況その他の重要な情報に

ついて、定期的に報告を受ける。コンプライアンス委員会及びリスクに関する規

程により、当社グループ全体のリスクの把握、管理及び法令違反行為、不正行為

の監視等を行う。内部監査部門は、当社グループが効率的な業務遂行を行ってい

るかどうか監視を行う。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する事項並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役会は監

査役と協議の上、管理スタッフを監査役を補助すべき使用人として指名すること

ができる。監査役が指定する補助すべき期間中は、指名された使用人への指揮権

は監査役に移譲されたものとし、取締役の指揮命令は受けないものとする。
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⑦ 取締役及び使用人が監査役会に報告するための体制その他の監査役会への報

告に関する体制

監査役は、取締役会等の重要な会議に出席し、取締役より意見を求めることが

できる。当社及び子会社の取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼすおそ

れのある事実を発見したときは直ちに監査役会に報告する。また、内部監査の結

果について、内部監査部門から直接報告を受けることができる。監査役は、必要

に応じて業務執行に関する報告、説明又は関係資料の提出を当社及び子会社の社

員等に求めることができる。

⑧ 上記⑦の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受

けないことを確保するための体制

社員等からの監査役への通報については、公益通報処理規程に準じて取扱い、

当該通報者に対する不当な取扱いを禁止する。

⑨ 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理にかかる方針

に関する事項

監査役がその職務の執行について生ずる費用又は債務の支払等を請求したとき

は担当部門において必要でないと証明した場合を除き、速やかに処理しなければ

ならない。

⑩ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役会と代表取締役社長との間の定期的な意見交換会を設定する。また、常

勤監査役に経営会議をはじめとする社内の主要な会議の開催を通知し、その出席

及び発言の機会を妨げないものとする。

(6) 業務の適正を確保するための当期における主な取り組み

① 当社及びグループ会社の内部統制システム全般の整備･運用状況を当社の

内部監査室がモニタリングし、改善を進めております。

② 取締役会を14回開催し、法令等に定められた事項や経営方針・予算の策定等

経営に関する重要事実を決定し、月次の経営業績の分析・対策を検討するとと

もに法令・定款等への適合性及び業務の適正性の観点から審議いたしました。

③ 監査役会を14回開催し、監査方針、監査計画を協議決定し、重要な社内会議

への出席、業務及び財産の状況の監査、法令・定款等への遵守について監査い

たしました。

④ コンプライアンス意識の向上と不正行為等の防止を図るため、グループ役職

員を対象とした研修を定期的に実施しました。

⑤ 情報セキュリティ対策として、文書やデータの管理・廃棄方法の更なる厳格

化を図りました。

⑥ 「財務報告に係る内部統制に関する実施計画」に基づき、内部統制評価を実施

しました。
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⑦ 内部監査基本計画に基づき、当社及びグループ会社の内部監査を実施しまし

た。

(7) 反社会的勢力を排除するための体制

社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に関しては、取引

先も含めて一切の関係を持たず、反社会的勢力からの不当な介入等に対しては毅

然とした姿勢で組織的に対応しております。

(8) 会社の支配に関する基本方針

特記すべき事項はありません。

[備 考］

1. 本事業報告記載の金額については、表示単位未満の端数を切り捨てて表示して

おります。
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連 結 貸 借 対 照 表

(2025年２月28日現在)
(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

無 形 固 定 資 産

借 地 権

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

出 資 金

長 期 貸 付 金

敷 金 及 び 保 証 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

1,445,488

1,006,201

105,793

213,803

30,060

89,628

3,575,631

2,808,736

812,913

59,802

73,196

1,862,824

105,633

88,867

16,766

661,261

283

505

19,612

493,087

5,020

133,628

11,018

△1,892

流 動 負 債 1,244,568

買 掛 金 140,905

一年内返済予定長期借入金 637,862

未 払 金 69,473

未 払 費 用 206,532

未 払 法 人 税 等 34,324

未 払 消 費 税 等 84,632

預 り 金 1,976

賞 与 引 当 金 27,926

契 約 負 債 33,129

そ の 他 7,805

固 定 負 債 1,799,766

長 期 借 入 金 1,538,558

資 産 除 去 債 務 176,307

長期預り敷金保証金 64,255

そ の 他 20,646

負 債 合 計 3,044,335

純 資 産 の 部

株 主 資 本 1,976,784

資 本 金 50,000

資 本 剰 余 金 1,370,517

利 益 剰 余 金 707,625

自 己 株 式 △151,358

純 資 産 合 計 1,976,784

資 産 合 計 5,021,120 負債及び純資産合計 5,021,120

記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(2024年３月１日から
2025年２月28日まで)

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 7,263,713

売 上 原 価 2,157,245

売 上 総 利 益 5,106,468

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,740,507

営 業 利 益 365,960

営 業 外 収 益 91,979

受 取 利 息 1,701

協 賛 金 収 入 7,592

受 取 賃 貸 料 69,731

そ の 他 12,954

営 業 外 費 用 97,945

支 払 利 息 35,925

賃 貸 費 用 58,788

支 払 手 数 料 1,765

そ の 他 1,465

経 常 利 益 359,995

特 別 利 益 44,310

固 定 資 産 売 却 益 599

受 取 補 償 金 35,856

新 株 予 約 権 戻 入 益 7,854

特 別 損 失 13,012

店 舗 閉 鎖 損 失 786

減 損 損 失 4,238

店 舗 移 転 費 用 7,971

固 定 資 産 除 却 損 15

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 391,292

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 34,324

法 人 税 等 調 整 額 △6,341 27,983

当 期 純 利 益 363,309

親会社株主に帰属する当期純利益 363,309

記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(2024年３月１日から
2025年２月28日まで)

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2024 年 ３ 月 １ 日 残 高 50,000 1,370,517 373,137 △151,358 1,642,296

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △28,821 △28,821

親会社株主に帰属する当期純利益 363,309 363,309

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 連 結
会 計 年 度 中 の 変 動 額 ( 純 額 )

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 ― ― 334,487 ― 334,487

2025 年 ２ 月 28 日 残 高 50,000 1,370,517 707,625 △151,358 1,976,784

新株予約権 純資産合計

2024 年 ３ 月 １ 日 残 高 7,854 1,650,150

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △28,821

親会社株主に帰属する当期純利益 363,309

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 連 結
会 計 年 度 中 の 変 動 額 ( 純 額 )

△7,854 △7,854

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △7,854 326,633

2025 年 ２ 月 28 日 残 高 ― 1,976,784

記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

1． 継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

2． 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び名称 １社 株式会社亘理ファーム

(2) 持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち株式会社亘理ファームの決算日は、11月30日であります。連結計算書類

の作成にあたりましては、同決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、連結決

算日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．そ の 他 有 価 証 券

・市場価格のない株式等：移動平均法による原価法によっております。

ロ．棚 卸 資 産

・製 品：総平均法による原価法によっております。

・商 品：最終仕入原価法による原価法によっております。

・原材料及び貯蔵品：最終仕入原価法による原価法によっております。

なお、貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定し

ております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

建物（建物附属設備は除く）

・1998年３月31日以前に取得したもの

旧定率法によっております。

・1998年４月１日から2007年３月31日までに取得したもの

旧定額法によっております。

・2007年４月１日以降に取得したもの

定額法によっております。

建物以外

・2007年３月31日以前に取得したもの

旧定率法によっております。

・2007年４月１日以降に取得したもの

定率法によっております。
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なお、2007年３月31日以前に取得した資産については、償却可能限度額まで償却が終了

した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。

・2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物

定額法によっております。

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。なお、ソフトウェア（自社利用分）については社内の利用可

能期間（５年）、借地権(事業用定期借地権)については契約期間にわたり償却しておりま

す。

ハ．リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③ 重要な引当金の計上基準

イ．貸 倒 引 当 金…… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

ロ．賞 与 引 当 金…… 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額により計上して

おります。

④ 重要な収益及び費用の計上基準

当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における、主な履行義務の

内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりで

あります。

商品販売及び役務提供

店舗における飲食サービスの提供については、顧客にフード及びドリンクを提供し、対価を

受領した時点で収益を認識しております。

また、顧客に対し飲食代金に応じてポイントを付与しており、付与したポイントを履行義務

として識別し、将来の失効見込み等を考慮して算定された独立販売価格を基礎として取引価格

の配分を行い、収益を認識しております。

3. 会計方針の変更に関する注記

該当事項はありません。

4. 表示方法の変更に関する注記

該当事項はありません。

5. 会計上の見積りに関する注記

固定資産の減損

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

固定資産 3,575,631千円

減損損失 4,238千円
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(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは、原則として店舗ごとに資産のグルーピングを行っており、２期連続で営業損

益の実績がマイナスとなった場合、店舗固定資産の時価が著しく下落した場合又は閉店の意思決定

を行った場合等に減損の兆候があるものと判定しております。兆候が識別された店舗に関して、店

舗予算を基礎として割引前将来キャッシュ・フローを見積り、減損損失の認識が必要と判断した店

舗については、帳簿価額を回収可能価額まで減損し、減損損失を計上することとしております。

減損損失の認識の要否判定において使用する将来キャッシュ・フローの見積りには、売上高成

長率、売上原価率及び人件費率等の主要な仮定が含まれております。

これらの見積りにおいて用いた仮定が経営環境の変化等により見直しが必要となった場合には、

翌連結会計年度において、減損損失を認識する可能性があります。

6． 連結貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 4,891,381千円

(2) 担保に供している資産

建物及び構築物 209,403千円

土 地 1,392,422

計 1,601,825千円

(上記に対応する債務)

一年内返済予定長期借入金 100,000千円

長期借入金 30,000

計 130,000千円

7． 連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

連結会計年度末日の発行済株式の総数 普通株式 6,021,112株

(2) 自己株式に関する事項

連結会計年度末日の自己株式数 256,756株

(3) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

2024年５月22日
定時株主総会

普通株式 28,821 5.00 2024年２月29日 2024年５月23日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議予定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（千円）
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

2025年５月21日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 28,821 5.00 2025年２月28日 2025年５月22日

(注)上記②の配当金の総額は、当定時株主総会において決議予定の金額であります。
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8． 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取り組み方針

当社グループは、原則として買掛金や未払金等の支払いに必要な運転資金及び設備投資資金

は「営業活動によるキャッシュ・フロー」の範囲内で賄う方針であります。不足する場合につ

き、事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金を主に銀行借入により調達してお

ります。一時的な余剰資金は安全性の高い金融資産で運用し、投機的な取引は行わない方針で

あります。

② 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、取引先の信用リスクに晒されております。

敷金・保証金、長期貸付金は、主に店舗の賃貸借契約に対するものであり、取引先企業等の

信用リスクに晒されております。

借入金は、主に固定金利による調達により、金利の変動リスクを抑制しております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、営業債権について、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、

取引先相手ごとに期日及び残高管理を行い、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握

や軽減を図っております。

敷金・保証金、長期貸付金は、取引開始時に信用判定を行うとともに、契約更新時その

他適宜契約先の信用状況の把握に努めております。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、不要な借入は行わず借入金を圧

縮することを基本とした上で、金利動向をふまえ、ペナルティの発生しない金利更改時に

あわせて期限前償還等の対応を取ることにしております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行することができなくなるリスク）

の管理

当社グループは、各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新す

るとともに、手元流動性を適正な範囲に維持することなどにより、流動性リスクを管理し

ております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定

された価額が含まれております。当該価額の算定において変動要因を織り込んでいるため、異

なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

2025年２月28日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。

(単位：千円)

連結貸借対照表
計上額

時 価 差 額

① 敷金及び保証金 493,087 472,925 △20,162

② 長期貸付金
（１年内回収予定分を含む）

32,669 ― ―

貸倒引当金（*1） △1,892 ― ―

30,777 31,334 557

資 産 計 523,864 504,259 △19,604

① 長期借入金
（１年内返済予定分を含む）

2,176,420 2,140,937 △35,482

負 債 計 2,176,420 2,140,937 △35,482

(*1) 長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
(*2) 「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」、「短期借入金」は短期間で決済されるため、時価が

帳簿価額に近似することから、記載を省略しております。
(*3) 市場価格のない株式等の連結貸借対照表計上額は以下のとおりです。

区分
当連結会計年度

（千円）

投資有価証券 283

出資金 505

(注１) 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

(単位：千円)

１年以内
１年超

５年以内
５年超

10年以内
10年超

現金及び預金 1,006,201 ― ― ―

売掛金 105,793 ― ― ―

敷金及び保証金 221,203 124,195 82,516 65,171

長期貸付金(*1) 13,057 14,219 2,970 2,422

合 計 1,346,256 138,415 85,487 67,593

(*1)1年内回収予定の長期貸付金を含めております。
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(注２) 長期借入金の連結決算日後の返済予定額

(単位：千円)

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

長期借入金(*１) 637,862 519,648 449,648 394,648 150,986 23,628

(*１) １年内返済予定の長期借入金を含めております。

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に係る事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３

つのレベルに分類しております。

レベル１の時価

観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算

定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価

観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係

るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価

観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが

それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しており

ます。

① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

当連結会計年度（2025年２月28日）

該当事項はありません。
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② 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

当連結会計年度（2025年２月28日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３

敷金及び保証金 ― 472,925 ―

長期貸付金 ― 31,334 ―

資 産 計 ― 504,259 ―

長期借入金 ― 2,140,937 ―

負 債 計 ― 2,140,937 ―

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

長期貸付金

長期貸付金の時価は、賃貸借期間等に近似する国債の利回りで割り引いた現在価値をもとに算

定しており、レベル２の時価に分類しております。

敷金及び保証金

敷金及び保証金の時価はその将来キャッシュフローを賃貸借期間等に近似する国債の利回りで

割り引いた現在価値をもとに算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金

長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率

を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

9． 賃貸等不動産に関する注記

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため記載を省略しております。

10． １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産 342円93銭

(2) １株当たり当期純利益 63円03銭

11．収益認識に関する注記

(1) 収益の分解情報

当社グループの顧客との契約から生じる収益はレストラン事業のみであり、他の事業の重要性が

乏しいため、記載を省略しております。

(2) 収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表 2.連結計算書類作成のための基本とな

る重要な事項 (4)会計方針に関する事項 ④重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりで

あります。
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(3) 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並び

に当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれ

る収益の金額及び時期に関する情報

① 契約資産及び契約負債の残高等

当連結会計年度（千円）

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 86,644

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 105,793

契約負債（期首残高） 30,760

契約負債（期末残高） 33,129

連結貸借対照表において、顧客との契約から生じた債権は「売掛金」に含まれており、契約

負債は顧客に付与したポイントを履行義務として識別して計上し、ポイント利用に伴い収益と

して認識しております。当連結会計年度に認識された収益の額のうち、期首現在の契約負債残

高に含まれていた額は8,759千円であります。また、契約負債の増減は、ポイントの付与及び収

益の認識により生じたものであります。

なお、過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から当連結会計年度に認識した

収益はありません。

② 残存履行義務に配分した取引価格

当期に予想される契約期間が1年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、

記載を省略しております。

12． 企業結合に関する注記

該当事項はありません。

13． 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

― 28 ―



貸 借 対 照 表

(2025年２月28日現在)
(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 及 び 備 品

土 地

無 形 固 定 資 産

借 地 権

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

関係会社長期貸付金

敷 金 及 び 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

1,442,559

997,225

104,238

213,803

28,131

55,315

43,844

3,518,853

2,741,138

779,603

19,743

26,596

33,206

55,015

1,826,973

105,543

88,867

16,676

672,171

283

800

495

19,612

5,020

10,120

493,087

133,628

11,018

△1,892

流 動 負 債 1,233,074

買 掛 金 144,986

一年内返済予定長期借入金 629,360

未 払 金 66,071

未 払 費 用 205,184

未 払 法 人 税 等 33,817

未 払 消 費 税 等 83,387

預 り 金 1,926

賞 与 引 当 金 27,406

契 約 負 債 33,129

そ の 他 7,805

固 定 負 債 1,741,578

長 期 借 入 金 1,480,370

資 産 除 去 債 務 176,307

長期預り敷金保証金 64,255

そ の 他 20,646

負 債 合 計 2,974,653

純 資 産 の 部

株 主 資 本 1,986,759

資 本 金 50,000

資 本 剰 余 金 1,367,846

そ の 他 資 本 剰 余 金 1,367,846

利 益 剰 余 金 720,270

利 益 準 備 金 2,882

そ の 他 利 益 剰 余 金 717,388

繰 越 利 益 剰 余 金 717,388

自 己 株 式 △151,358

純 資 産 合 計 1,986,759

資 産 合 計 4,961,412 負 債 及 び 純 資 産 合 計 4,961,412

記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

(2024年３月１日から
2025年２月28日まで)

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 7,260,120

売 上 原 価 2,188,293

売 上 総 利 益 5,071,827

販売費及び一般管理費 4,730,208

営 業 利 益 341,618

営 業 外 収 益 91,390

受 取 利 息 1,957

協 賛 金 収 入 7,592

受 取 賃 貸 料 69,608

そ の 他 12,232

営 業 外 費 用 97,920

支 払 利 息 35,900

賃 貸 費 用 58,788

支 払 手 数 料 1,765

そ の 他 1,465

経 常 利 益 335,089

特 別 利 益 44,310

固 定 資 産 売 却 益 599

新 株 予 約 権 戻 入 益 7,854

受 取 補 償 金 35,856

特 別 損 失 13,012

店 舗 閉 鎖 損 失 786

減 損 損 失 4,238

固 定 資 産 除 却 損 15

店 舗 移 転 費 用 7,971

税 引 前 当 期 純 利 益 366,387

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 33,817

法 人 税 等 調 整 額 △6,341 27,475

当 期 純 利 益 338,912

記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

(2024年３月１日から
2025年２月28日まで)

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

その他資本剰余金 資本剰余金合計 利 益 準 備 金
その他利益剰余金

繰越利益剰余金

2024年３月１日残高 50,000 1,367,846 1,367,846 ― 410,180

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 2,882 △31,703

当 期 純 利 益 338,912

株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 ― ― ― 2,882 307,208

2025年２月28日残高 50,000 1,367,846 1,367,846 2,882 717,388

株主資本

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計
利益剰余金

自 己 株 式 株主資本合計利益剰余金
合計

2024年３月１日残高 410,180 △151,358 1,676,668 7,854 1,684,522

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △28,821 △28,821 △28,821

当 期 純 利 益 338,912 338,912 338,912

株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額） △7,854 △7,854

事業年度中の変動額合計 310,090 ― 310,090 △7,854 302,236

2025年２月28日残高 720,270 △151,358 1,986,759 ― 1,986,759

記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

1． 継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

2． 重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 子会社株式

移動平均法による原価法により評価しております。

② その他有価証券

・市場価格のない株式等：移動平均法による原価法によっております。

③ 棚卸資産

・製 品：総平均法による原価法によっております。

・商 品：最終仕入原価法による原価法によっております。

・原 材 料 及 び 貯 蔵 品：最終仕入原価法による原価法によっております。

なお、貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定し

ております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

建物（建物附属設備は除く）

・1998年３月31日以前に取得したもの

旧定率法によっております。

・1998年４月１日から2007年３月31日までに取得したもの

旧定額法によっております。

・2007年４月１日以降に取得したもの

定額法によっております。

建物以外

・2007年３月31日以前に取得したもの

旧定率法によっております。

・2007年４月１日以降に取得したもの

定率法によっております。

なお、2007年３月31日以前に取得した資産については、償却可能限度額まで償却が終了した

翌年から５年間で均等償却する方法によっております。

・2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物

定額法によっております。
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② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。なお、ソフトウェア（自社利用分）については社内の利用可能期

間（５年）にわたり償却しております。

③ リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

① 貸 倒 引 当 金…… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

② 賞 与 引 当 金…… 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額により計上して

おります。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における、主な履行義務の内容及び当該

履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

商品販売及び役務提供

店舗における飲食サービスの提供については、顧客にフード及びドリンクを提供し、対価を受領

した時点で収益を認識しております。

また、顧客に対し飲食代金に応じてポイントを付与しており、付与したポイントを履行義務とし

て識別し、将来の失効見込み等を考慮して算定された独立販売価格を基礎として取引価格の配分を

行い、収益を認識しております。

3． 会計方針の変更に関する注記

該当事項はありません。

4. 表示方法の変更に関する注記

該当事項はありません。

5. 会計上の見積りに関する注記

固定資産の減損

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

固定資産 3,518,853千円

減損損失 4,238千円
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(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

「【連結注記表】5.会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しておりますので、注記

を省略しております。

6． 貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 4,762,159千円

(2) 担保に供している資産

建 物 209,403千円

土 地 1,392,422

計 1,601,825千円

(上記に対応する債務)

一年内返済予定長期借入金 100,000千円

長期借入金 30,000

計 130,000千円

(3) 保証債務

関係会社の金融機関からの借入に対して、次のとおり債務保証を行っております。

株式会社亘理ファーム 64,668千円

(4) 関係会社に対する金銭債務
買 掛 金 4,081千円

(5) 取締役に対する金銭債務
長期未払金 10,400千円

7． 損益計算書に関する注記

関係会社との取引高の総額
営業取引による取引高の総額 59,736千円
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8． 株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：株)

株式の種類
当事業年度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

普通株式 256,756 － － 256,756

9． 税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(繰延税金資産)

賞 与 引 当 金 10,705

契 約 負 債 （ポ イ ン ト 引 当 金） 11,124

減 損 損 失 172,385

資 産 除 去 債 務 59,203

貸 倒 引 当 金 635

長期未払金（役員退職慰労金否認） 3,492

繰 越 欠 損 金 140,264

借 地 権 償 却 6,044

そ の 他 4,468

小 計 408,325千円

評 価 性 引 当 額 △269,304千円

繰 延 税 金 資 産 合 計 139,021千円

(繰延税金負債)

資産除去債務に対応する除去費用 5,393千円

繰 延 税 金 負 債 合 計 5,393千円

繰 延 税 金 資 産 の 純 額 133,628千円

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法 定 実 効 税 率 33.58％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.08

住 民 税 均 等 割 等 9.23

評 価 性 引 当 額 の 増 減 額 △35.02

そ の 他 △1.37

税効果会計適用後の法人税等の負担率 7.50％
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10． 関連当事者との取引に関する注記

該当事項はありません。

11． 減損損失に関する注記

当事業年度において当社は、以下の減損損失を計上しております。

店舗名 種類 金額

営業店舗(７店舗) 建物、構築物、工具器具及び

備品

4,238千円

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗を基本単位としてグルーピングし減

損損失の認識を行っております。その結果、撤退の意思決定がなされた店舗及び収益性が著しく低

下した店舗について、当該店舗の資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失として計上しております。当該店舗の資産グループの回収可能価額は使用価値により測

定しておりますが、将来キャッシュ・フローに基づく使用価値がマイナスであるため、帳簿価額全

額を減損損失として計上しております。

12. １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産 344円66銭

(2) １株当たり当期純利益 58円79銭

13． 収益認識に関する注記

顧客の契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結計算書類の連結注記表

「収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

14． 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書

2025年４月10日

株式会社カルラ

取締役会 御中

監査法人ハイビスカス

札幌事務所

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 堀 俊 介

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 御 器 理 人

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社カルラの2024年３月１日から2025

年２月28日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結
株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、株式会社カルラ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財
産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載され
ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独
立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を

作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセス
の整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監
査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が
あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆
候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算

書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結
計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。
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連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監
視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬に

よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場か
ら連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能
性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク

に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監
査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し
て重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が
認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重
要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監
査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可
能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及
び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価
する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分か
つ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関
して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で

識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているそ
の他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定
を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を
除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフ
ガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。
以 上
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書

2025年４月10日

株式会社カルラ

取締役会 御中

監査法人ハイビスカス

札幌事務所

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 堀 俊 介

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 御 器 理 人

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社カルラの2024年３月１日か

ら2025年2月28日までの第53期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を
行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されて
いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、ま
た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十
分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を

作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセス
の整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査
法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があ
るかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候
があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類

等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書
類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま
れる。
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計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい
て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監
視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から
計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性が
あり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる
場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク

に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に
関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して
重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な
不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意
見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に
基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内
容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で

識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているそ
の他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定
を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を
除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフ
ガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以 上
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監査役会の監査報告書

監 査 報 告 書

当監査役会は、2024年３月１日から2025年２月28日までの第53期事業年度における取締役の職務
の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以
下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ

いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。
各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従

い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の
整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職
務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本
社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載
されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株
式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第
３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体
制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について
定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。
子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会

社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその
附属明細書について検討いたしました。
さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び

検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための
体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計
審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方
法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書
及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認
められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また当該内部統
制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事
項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人監査法人ハイビスカスの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人監査法人ハイビスカスの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年４月17日
株式会社カルラ 監査役会
常勤監査役 白 石 廣 行 ㊞

社外監査役 永 山 勝 教 ㊞

社外監査役 中 田 孝 司 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の配当の件

当期の期末配当につきましては、当期の業績、今後の事業環境及び事業の継続的成長

のための内部留保などを総合的に勘案し、以下のとおりとさせていただきたいと存じ

ます。

(１) 配当財産の種類

金銭

(２) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金５円

総額28,821,780円

(３) 剰余金の配当が効力を生じる日

2025年５月22日
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第２号議案 取締役８名選任の件

取締役８名全員は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。

つきましては、取締役８名の選任をお願いするものであります。取締役候補者は次の

とおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当又は
重 要 な 兼 職 の 状 況

候補者の有する
当 社 の 株 式 数

１
井
いの

上
うえ

善
よし

行
ゆき

（1958年８月15日）

1988年10月 当社入社

98,032株

1989年４月 同取締役

2002年９月 同常務取締役社長室長

2006年５月 同専務取締役能力開発担当

2010年５月 同専務取締役営業企画担当

2011年５月 同専務取締役専門店営業部担当

2012年12月 同専務取締役企画本部担当

2013年５月 同代表取締役社長(現任)

２ 井
いの

上
うえ

純
じゅん

子
こ

（1967年11月16日）

2013年10月

2022年５月

2023年３月

2023年５月

2023年９月

株式会社アセットシステム代表取締

役社長（現任）

当社取締役就任商品開発室担当

同取締役営業企画本部長

同代表取締役副社長(現任）

同代表取締役営業本部長(現任)

359,656株

(重要な兼職の状況)

株式会社アセットシステム 代表取締役社長

３ 菊
きく

池
ち

公
きみ

利
とし

（1956年１月５日）

1978年７月 当社入社

42,294株

2007年２月 同執行役員供給本部長

2008年７月

2016年５月

2018年３月

2019年３月

2024年７月

同執行役員商品開発室長

同取締役商品供給本部長

同取締役営業本部長

同取締役商品本部長

同常務取締役商品本部長(現任)

４
三
み

浦
うら

祐
ゆう

介
すけ

(1977年11月５日)

2004年12月

2005年７月

2007年６月

2019年３月

2022年３月

2024年５月

当社入社

同第１営業部成田店長

同第１営業部地区長

同第１営業部長

同執行役員第１営業部長

同取締役第１営業本部長（現任）

100株

５
櫻
さくら

井
い

昌
まさ

彦
ひこ

(1975年７月25日)

2000年４月

2004年２月

2007年６月

2015年２月

2022年３月

2024年５月

当社入社

同第１営業部中新田店長

同第１営業部地区長

同第２営業部寿松庵本町店支配人

同執行役員第２営業部長

同取締役第２営業本部長（現任）

26,800株

― 43 ―



候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当又は
重 要 な 兼 職 の 状 況

候補者の有する
当 社 の 株 式 数

６
花
はな

舘
だて

達
いたる

（1963年８月６日）

1990年10月 監査法人朝日新和会計社(現有限責任

あずさ監査法人)入社

－株

1994年３月 公認会計士登録

2007年12月 同退社

2008年１月 花舘公認会計士事務所設立 所長(現

任)

2010年５月 当社社外取締役(現任)

(重要な兼職の状況)

花舘公認会計士事務所所長

７
齋
さい

藤
とう

信
しん

一
いち

(1941年10月10日)

1981年12月

1982年４月

1983年10月

2003年５月

2018年５月

2020年７月

税理士試験合格

齋藤信一税理士事務所 開設

有限会社齋藤経営設立 代表取締役

就任

行政書士登録

当社社外取締役(現任)

有限会社齋藤経営 取締役会長(現

任)

400株

(重要な兼職の状況)

有限会社齋藤経営 取締役会長

８
大
おお

友
とも

史
ふみ

祥
よし

(1952年９月６日)

1976年４月

1982年２月

1985年12月

1994年７月

1999年３月

株式会社中外食品入社

株式会社エンドチェーン入社

コニーショップ株式会社入社

株式会社海祥 代表取締役（現任)

有限会社祥星 代表取締役（現任）
1,000株

(重要な兼職の状況)

株式会社海祥 代表取締役

有限会社祥星 代表取締役

(注) 1. 各候補者と、当社との特別の利害関係はありません。
2. 取締役候補者井上純子氏は、2022年２月に逝去した代表取締役会長井上修一氏の長女で、代

表取締役社長井上善行氏の配偶者であります。
また、株式会社アセットシステムの取締役を兼務しており、同社は当社の主要株主でありま
す。

3. 花舘達氏、齋藤信一氏、大友史祥氏は、社外取締役の候補者であります。
花舘達氏は、公認会計士の資格を有しており、会計及び財務に関する相当程度の知識と豊富
な経験を有していることから、財務全般に関する助言等をいただくことを期待して、社外取
締役として選任をお願いするものであります。
なお、同氏の当社社外取締役就任期間は本定時株主総会終結の時をもって15年となります。
齋藤信一氏は、税理士として長く活躍されており、税務に関する豊富な経験と見識を有して
おり、また会社経営者として経営全般に関する助言等をいただくことを期待して、社外取締
役として選任をお願いするものであります。
なお、同氏の当社社外取締役就任期間は本定時株主総会終結の時をもって７年となります。
大友史祥氏は、食品に関する豊富な経験と見識を有しており、また会社経営者として経営全
般に関する助言等をいただくことを期待して、社外取締役として選任をお願いするものであ
ります。

4. 当社は、取締役花舘達氏を、東京証券取引所の定めによる独立役員に指定しております。
5. 当社は、保険会社との間で、取締役全員を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定

する役員等賠償責任保険契約を締結しております。当該契約の概要は、業務に起因して損害
賠償責任を負った場合における損害（ただし、保険契約上で定められた免責事由に該当する
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ものは除く）等を補償することとしております。各候補者が取締役に選任され就任した場合
には、いずれの取締役も被保険者となる予定であります。なお、保険料は、全額を当社が負
担しております。

（ご参考)本総会終了後のスキルマトリックス

本招集ご通知記載の候補者を原案どおりにご選任いただいた場合に、当社が各取締役に期待する

主な知見や経験は以下のとおりです。

氏名・属性等 スキル

当社における地位・氏名

独
立
役
員

社
外
取
締
役

企
業
経
営

店
舗
運
営

店
舗
開
発

商
品
開
発

財
務
会
計

人
事
労
務

法
務
・
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
・
リ
ス
ク
管
理

代表取締役社長
井上 善行

● ● ● ● ● ● ●

代表取締役副社長
井上 純子

● ● ● ● ● ● ●

常務取締役 商品本部長
菊池 公利

● ● ● ● ●

取締役 第１営業本部長
三浦 祐介

● ● ● ● ●

取締役 第２営業本部長
櫻井 昌彦

● ● ● ● ●

取締役
花舘 達

● ● ● ● ●

取締役
齋藤 信一

● ● ● ●

取締役
大友 史祥

● ● ● ● ●

(注)このスキルマトリックスは、全ての知見や経験を表すものではございません。
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第３号議案 監査役３名選任の件

監査役３名全員は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきま

しては、監査役３名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略 歴、 地 位 又 は
重 要 な 兼 職 の 状 況

候補者の有する
当 社 の 株 式 数

１
白
しら

石
いし

廣
ひろ

行
ゆき

（1941年７月13日）

1974年４月 宮城県職員 衛生研究所勤務

―株

2002年３月 同退職

2003年４月 財団法人宮城県公衆衛生協会理事

2011年７月 同退職

2011年11月

2013年５月

当社品質管理室顧問

当社監査役(現任)

２
永
なが

山
やま

勝
よし

教
あき

（1947年５月15日）

1971年４月

2003年６月

2005年５月

2006年６月

2008年６月

2010年６月

2017年６月

株式会社七十七銀行入行

同常務取締役

当社監査役(現任)

株式会社七十七銀行専務取締役

同代表取締役専務

同代表取締役副頭取

同取締役監査等委員

―株

３
中
なか

田
だ

孝
たか

司
し

(1981年６月21日)

2007年12月 弁護士登録

―株

勅使河原協同法律事務所入所

2019年５月 宮城県行政不服審査会委員

2020年４月 仙台市精神医療審査会委員(現任)

2022年９月 当社監査役就任(現任)

2024年４月

2024年10月

仙台弁護士会副会長

宮城県個人情報保護審査会委員(現任)

(重要な兼職の状況)
勅使河原協同法律事務所弁護士
株式会社バイタルネット社外監査役
仙台市精神医療審査会委員
宮城県個人情報保護審査会委員

(注) 1. 各候補者と当社との特別の利害関係はありません。
2. 永山勝教氏及び中田孝司氏は、社外監査役の候補者であります。
3. 当社は、中田孝司氏を東京証券取引所の定めによる独立役員に指定しております。
4. 社外監査役候補者について
① 永山勝教氏を候補者とした理由は、金融・財務に関する専門的な経験と知識を有しておら

れ、当社の監査を適切に遂行していただける適任者と判断したためであります。なお、同
氏の社外監査役としての就任期間は、本定時株主総会終結の時をもって20年となります。

② 中田孝司氏を候補者とした理由は、弁護士としての長年の豊富な経験と知識を有しておら
れ、当社の監査を適切に遂行していただける適任者と判断したためです。なお、同氏の社
外監査役としての就任期間は、本定時株主総会終結の時をもって２年８ヶ月となります。

5. 当社は、保険会社との間で、監査役全員を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規
定する役員等賠償責任保険契約を締結しております。当該契約の概要は、業務に起因して
損害賠償責任を負った場合における損害（ただし、保険契約上で定められた免責事由に該
当するものは除く）等を補償することとしております。各候補者が監査役に選任され就任
した場合には、いずれの監査役も被保険者となる予定であります。なお、保険料は、全額
を当社が負担しております。
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第４号議案 補欠監査役２名選任の件

監査役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、あらかじめ補欠監査役

２名の選任をお願いするものであります。当該補欠監査役候補者のうち、鈴木幹男

氏は社外監査役以外の監査役の補欠の監査役として、井上秀人氏は社外監査役の補

欠の社外監査役として、それぞれ選任をお願いするものであります。

この補欠監査役の選任が効力を有する期間は、次期定時株主総会の開始の時まで

でありますが、監査役就任前に限り、監査役会の同意を得て、取締役会の決議によ

りその選任を取り消すことができるものとします。

なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。

補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略 歴、 地 位 又 は
重 要 な 兼 職 の 状 況

候補者の有する
当 社 の 株 式 数

１
鈴
すず

木
き

幹男
みき お

（1964年12月24日）

2003年２月 当社入社

12,000株

2012年２月 同営業部スーパーバイザー

2017年７月 同執行役員内部監査室長

2019年３月

2024年５月

同執行役員物流部長

同執行役員内部監査室長（現任）

２
井
いのうえ

上 秀人
ひ で と

（1955年８月24日）

1979年４月 積水ハウス株式会社入社

―株

2003年８月 同仙台シャーウッド住宅営業所所長

2013年４月 積和不動産東北株式会社(現積水ハ

ウス不動産東北株式会社)取締役仲

介事業部長

2020年４月 同業務役員不動産開発事業部長

2021年４月 同不動産開発営業部長

2023年３月 同退職

(注) 1. 両候補者と当社の間には特別の利害関係はありません。

2. 鈴木幹男氏は、当社内での業務経験が豊富であり、また現在は内部監査室長として当社の

内部監査にも精通しており、当社監査役として適任であると判断し、補欠監査役候補者と

しております。

3. 井上秀人氏は、補欠社外監査役候補者であります。

井上秀人氏は、企業経営経験者として、豊富な経験と幅広い見識を有しており、当社社外

監査役として適任であると判断し、補欠社外監査役候補者としております。

4. 井上秀人氏は、株式会社東京証券取引所等の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、

社外監査役に就任した場合、独立役員として届出を行う予定です。

5. 当社は、保険会社との間で、監査役全員を被保険者として、会社法第430条の３第１項に

規定する役員等賠償責任保険契約を締結しております。当該契約の概要は、業務に起因し

て損害賠償責任を負った場合における損害（ただし、保険契約上で定められた免責事由に

該当する者は除く）等を補償することとしております。候補者が監査役に就任した場合に

は、被保険者となる予定であります。なお、保険料は、全額を当社が負担しております。

以上
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将監
トンネル

新富谷
大橋

新富谷
西公園前

カーチス

至仙台駅

至
仙
台
市
街

地下鉄
泉中央駅

SELVA

泉区役所

みやぎ生協

仙台バイパス４号線

セブン
イレブン

ファミリー
マート

ファミリー
マート

はるやま

ケーズ
デンキトヨタ

泉IC

泉インターチェンジ
大崎方面におりる

仙台
トヨペット

泉大沢店

消防署

至大崎(古川方面)

ドン・キホーテ

イオン
富谷店

ムサシ
コープ東北
ドライセンター

ビッグ
ハウス

カインズ
ホーム

GS

株式会社カルラ
研修センター

ユアテック

宮城県立
富谷高校

東
北
自
動
車
道

成田店

公園

株主総会会場ご案内図

会場：株式会社カルラ本社研修センター

宮城県富谷市成田九丁目２番地９

○お車の場合
東北自動車道泉ICから約５分
仙台駅から（11キロ）約25分

○電車の場合
仙 台 駅⇒泉中央駅 地下鉄にて約15分
泉中央駅⇒カルラ本社 バスにて約20分／タクシーにて約10分

○地下鉄泉中央駅からバスに乗る場合
宮城交通５番バス乗り場（バス時刻 午前９時10分）
新富谷ガーデンシティ行きバス 新富谷西公園前下車


